
２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
管理運営事業費31,372千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績）

813,877保守点検１回当たり経費

25年度23年度（実績）

670,934

コスト指標

円

円

回

人

施設

件

職員等

給食センター

調理場事故(怪我)件数

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

事
業
費

事業費及び指標の推移

31,000

31,000

千円

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

千円

千円

千円

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

管理運営事業

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

小施策

評価区分

評価事業

給食センター費

５.人が輝き，豊かな文化を創造・発信するまちづくり 〔教育・文化〕

１．次代を担う子どもを育みます

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

9,750 9,750

年間給食回数

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

保守点検件数

人
件
費

活
動
指
標

修繕・改修件数

職員割合 千円

千円

40,750

9,750

0

61

0

61

197

0

27年度（目標）

0

0

40,750

0 0

25

40,750

9,750 9,750

26年度24年度

197

11

197

25年度（目標）

15 0

24年度（目標）

9,7501.30

31,000 31,000

9,7502.10 15,750 1.30 9,750 1.30

31,372

9,750 1.30

31,000 31,000

61

2526

190

25

31,000

9,750

31,37230,641

30,641

2525

1

0 0

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

197

31,177

40,927

57

1 1 1

22年度（実績）

23年度（実績）

15

61

192

46,391

31,177

単位

件

件

9,750

千円

1.30

61

千円

41,122 40,750

22年度（実績）

15,750

25年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）

31,000

9,7501.30

件

施設

件

件

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法
―

負担金の有無

　昭和４５に建設された施設であり老朽化
が進む中、安全で安心な学校給食を提
供するため、職員の健康管理の徹底と施
設・設備等の定期的な保守点検を行い、
安全に調理ができるよう維持管理に努め
る。

予
算
科
目

会計
一般 教育費 保健体育費 給食センター費(笠間)

細目名 関連計画
根拠法令

款 項 目

共催者・関係団体
２．学校教育
２．心の教育の充実

単年度繰返し

継続

所属部課名

課長名

―

1

市単独

笠間学校給食センター
園部孝男
鈴木　教

―

担当者名

事業数
部内優先順位

実施計画事務事業

順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁維持管理事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

25 25

成
果
指
標

0

1

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人職員等

施設・職員等

　職員の健康管理の徹底と施設・設備等の定期的な
保守点検を行い、安全に調理ができるよう維持管理に
努め、安全で安心な学校給食を提供する。

給食センター

調理場事故(怪我)件数

【DO】事務事業の実施

197

28年度（目標）

61

26年度（目標）

管理運営事業費31,177千円

総
合
計
画

学校給食法

１　【事務事業の全体概要及び背景】
安全安心な給食
を提供するための
職員・施設管理
年間給食日数198
回の実施

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・職員の健康管理（毎朝の健康チェック）
・施設設備等の定期的な保守点検
・必要に応じた修繕実施

・職員の健康管理（毎朝の健康チェック）
・施設設備等の定期的な保守点検
・必要に応じた修繕実施

安全安心な給食
を提供するための
職員・施設管理
年間給食日数197
回の実施

手
段 回年間給食回数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

保守点検件数
修繕・改修件数職員の日常点検による健康管理

機械施設の保守点検、維持管理、修繕



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　笠間地区の全小中学校１０校の給食を笠間学校給食センターで調理しているため、この
施設及び設備の保守を目的とする維持管理業務は必要である。

　常に施設及び設備を良好に保つことにより、学校給食の目的である児童・生徒に安全で
確実に給食を提供することができるものである。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　施設及び設備の大きな故障等を未然に防ぐために、日常点検及び定期点検により不具合
を見つけ、その都度修繕等を施していくことは、給食遅延を防止するとともに、結果として維
持経費の節減につながる。

特になし

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　給食センターの建替えにより、施設・設備の
良好な維持管理を図ることが出来る。また、
衛生管理の充実が図れる。

①改革・改善案

　学校給食法により給食を実施することとなっている
ため事業の休止、廃止はできない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

その他

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　安全な学校給食を提供するために、施設、設備の日常点検及び定期
点検は必要不可欠である。また、老朽化した給食センター整備計画（建
替え）により、衛生管理体制を強化し、安心・安全な学校給食によって、
子どもたちの健全な育成を図ることができる。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　引き続き安全を確保しながらおいしい学校給食の提供に努めていく。

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

　学校給食を提供している児童・生徒
に安全安心で栄養バランスの摂れた
食事を提供し、心身の健全な発達に
資するとともに、望ましい食事の習慣
を身につけさせる。そのため、食中毒
の予防対策等の衛生管理を徹底する
とともに学校給食に対する知識理解
を深めるため調理従事者に対し講習
会等を実施する。

安全安心で栄養
バランスの摂れた
学校給食の提供

衛生管理の徹底、研修会・講習会への参加による学
校給食に対する意識の高揚

28年度（目標）

（予算額）
翌
年
度
計
画

学校給食の調理業務
衛生管理講習会の実施
学校給食に関係する各種研修・講習会等への参加

学校給食の調理業務
衛生管理講習会の実施
学校給食に関係する各種研修・講習会等への参加

賄材料費112,599千円

【DO】事務事業の実施

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

小中学校児童・生徒・教職員等数

施策

会計
一般

当
年
度
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

２．学校教育
２．心の教育の充実

給食センター費(笠間)

総
合
計
画

予
算
科
目

小施策

新規・継続
小政策

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

終了年度

評価区分

評価事業

⑥
活動
指標

年間給食回数
給食従事者の研修・講習会参加回数

安全で安心な学校給食の提供
食中毒発生件数

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

2,200 2,150小中学校児童・生徒・教職員等数

千円

26年度（計画） 27年度（計画）

件

回
回

0

26年度（目標）

2,2202,250

補助金の有無

笠間地区小中学校児童・生徒・教職員等

鈴木　教

―

○
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

補助率

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

2

市単独

笠間学校給食センター
園部孝男

細目名 関連計画
教育費 保健体育費

款 項

事
業
期
間

開始年度

実施手法

調理事業費112,755千円安全安心で栄養
バランスの摂れた
学校給食の提供
年間給食日数198
回の実施

４　【事業費の内容（決算額）】３　【年度目標】
直営 ―

197

51,750 6.90 51,7506.90

112,000

給食従事者の研修・講習会参加回数

24年度（目標）

197

227

23年度（実績）

30

188,449

70,763

24年度（計画）

234

6.90 51,750

112,599

28年度（計画）23年度（実績） 25年度（計画）22年度（実績）

112,000

51,750

199

183,518

千円

千円

21,329

2,3712,423

0

86,209

112,000 112,000

9.20 69,000 6.90 51,750

102,240 112,755

6.90

112,000

22年度（実績）

190

17,010 18,786

183,750

192

千円

197

25年度（目標）

3931

185,912

30

26年度

0

25年度

30

183,750

71,750 71,750

30

27年度（目標）

183,750

0 0

2,331

実施計画事務事業

根拠法令

順位

学校給食法

共催者・関係団体

所管省庁義務的事業

51,7506.90

0

20,000

0 0

183,750

197

30

他課の協力分

単位

人
件
費

時間外

職員割合

0

20,00020,000

71,750

197

00

事務事業名

政
策
体
系

政策

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

事業費

事業費及び指標の推移

千円

事
業
費

112,000

73,313 71,750

指標区分

回

回年間給食回数
活
動
指
標

20,000

23年度（実績）

955,823

24年度

嘱託臨時

22年度（実績）

給食センター費

５.人が輝き，豊かな文化を創造・発信するまちづくり 〔教育・文化〕

１．次代を担う子どもを育みます

調理事業

目

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

112,000千円

102,240 112,755 112,599

112,000

単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

件食中毒発生件数

コスト指標

成
果
指
標

円

人

円 991,837

28年度27年度単位

給食1日当たり費用



【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

　

特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

学校給食法に基づく衛生管理は、給食の安全確保のため欠くことはでき
ません。そのため、調理員等の資質向上のための研修及び衛生講習
会・研修会への参加は必要である。また、食に関する指導を積極的に取
り組むことにより、「食」への理解が深まり、学校給食の充実が図れる。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　安全安心な学校給食を学校給食を提供するために、老朽化した施設設備の中では特に
食中毒の予防対策等の衛生管理を徹底することは必要不可欠である。

①改革・改善案

　学校給食法により給食を実施することとなっている
ため事業の休止、廃止はできない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　美味しくて楽しく、バランスの取れた給食を提供することは、「食育」の観点からも、児童・生
徒の健全な身体の発達になくてはならない。

衛生管理の徹底と安全で安心な学校給食の質の向上が望まれる中、事業費の削減は難し
い。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　各研修及び衛生講習会へ参加することにより学校給食関係者の資質向上につながる。こ
のことにより、安全で安心な学校給食の提供につながる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）


